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論 文
ナショナル・カルチャーと予算管理
李 建・曺 美庚
要約：本研究では，ナショナル・カルチャー，インターラクティブ・コント
ロール，そして報酬システムに関する研究成果をつのフレームワークの中に
統合することで，これまでうまく説明できなかった側面の理解を深め，新たな
インプリケーションを導き出した。具体的には，個人主義・集団主義ならびに
不確実性回避の文化次元から導かれたインターラクションの高低に注目し，集
団主義の性格が強く，なおかつ不確実性回避の傾向が強い日本の企業において，
インターラクティブ・コントロールが広範囲に行われている可能性を示唆した。
反面，欧米企業の場合は，アウトプット・コントロールの傾向が強く，期中の
インターラクションはかなり限定的なものになりやすい。そこで，予算目標と
比較した実績（アウトプット）は大きな情報価値を有しており，それを報酬と
リンクさせることで，予算目標に責任を持つマネジャー達の予算達成へのモチ
ベーションを高めることは非常に合理的といえる。このように，同様の予算管
理システムであっても，そのシステムの運用面での相違が当該システムの性格
を大きく左右する可能性があることを日米比較の観点から明らかにした。
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Ⅰ は じ め に
管理会計の研究領域は絶えず拡張を続けている。業種的には，製造業から
サービス業へと，地理的には，国内企業からグローバル企業へと拡張を遂げて
いる。近年は，職能あるいは機能的にも拡張を続け，製品開発，品質管理，環
境問題なども研究対象として取り込むようになった。このように，管理会計の
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研究領域が外延を広げていくにつれ，管理会計研究もトピック・ベースの研究
の様相を呈している。本研究で取り上げようとしている，ナショナル・カルチ
ャー，インターラクティブ・コントロール，報酬システムに関するこれまでの
研究も例外ではなく，トピック・ベースの独立した研究領域として認識されて
きた。しかしながら，独立した研究領域として蓄積されてきた各トピックに関
する研究成果は，もしもそれらがつの大きなフレームワークの中で統合でき
れば，単独の研究からは生まれない新たな知見がそこから生まれてくる可能性
がある。その可能性を検討することが本研究の狙いである。
具体的には，ナショナル・カルチャーと関連する管理会計研究，インターラ
クティブ・コントロールに関する研究，業績評価と報酬システムに関する研究
を対象に，これら者を統合し，因果関係を示したフレームワークを提示する
ことで，これまでうまく説明できなかった側面の理解を深め，新たなインプリ
ケーションを導き出したいと考えている。また，焦点を絞るために，管理会計
の中でも中核的な位置を占めている予算管理を念頭に置いた分析を試みたい。
予算管理に関しては，その重要性にもかかわらず，近年，予算管理の持つ効用
を否定する Beyond Budgeting（予算無用論）を提唱する動きも出ている（Hope
and Fraser, 2003
)
）。そのような動きが大勢とはいえないものの，旧態依然な予
算管理システムに何らかの改良を加える必要性が生じているのも事実であり，
環境の変化に合わせて従来の予算管理システムを改善していくことが今求めら
れている。
Ⅱ ナショナル・カルチャー
ナショナル・カルチャーをベースとした管理会計研究は，例えば，Hofstede
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) Beyond Budgeting（予算無用論）については，李他（2008）を参照されたい。
（1980）が開発したつの文化次元（図表）を用いた研究（上埜，1993；Chow
et al., 1996; Chow et al., 1994）に代表されるように，具体的な文化尺度を用いて
国家間の文化差異を把握し，その文化差異がどのように国家間の管理会計シス
テムの差異として現れるのかを検証するようなタイプのものが一般的である。
この範疇に当てはまる研究のうち，とりわけ日米間の比較研究を行った先行研
究に注目してみよう。もっとも，日米間の比較が意義を持つには，日本とアメ
リカは非常に異なるナショナル・カルチャーを持つ国であるとの認識が必要で
あるが，図表を見る限り，少なくとも個人主義・集団主義と不確実性回避の
次元において両国の違いは顕著であるといえよう。
まず，上埜（1993）は，Hofstedeのつの文化次元の中から，日米間で特に
ギャップが大きい個人主義・集団主義の次元と不確実性回避の次元を取り上げ，
これらつの文化次元から導かれた仮説の検証を試みた。そして，日本企業よ
り，米国企業の方が予算編成の過程において公式のコミュニケーションおよび
コーディネーションを広範囲に利用し，予算スラックを広範囲に組み込み，管
理者の業績評価に際し長期予算業績に置くウェイトが小さい，といった結論を
導いた。
また，Chow et al.（1996）では，Hofstedeのつの文化次元のうち，男性度
の次元を除くつの次元からつの仮説を導き，仮説の検証を行っている。そ
ナショナル・カルチャーと予算管理（李・曺) 57
出所：Hofstede (1980), Chow et al. (1994, p.383)
図表 Hofstedeのつの文化次元
4692不確実性回避
514054権 力 格 差
519146個 人 主 義
39ヶ国平均米 国日 本
516295男 性 度
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の結果，米国企業管理者に比べ，日本人管理者はより厳格な手続きによるコン
トロールと会議の席での指示を通じてのコントロールの下にあり，日米両国の
管理者が同程度に厳しいコントロールに直面した場合，より集団主義的な日本
人管理者は，短視眼的な行動の優先や業績測定値の操作といった逆機能的な活
動に従事する傾向は少ない，といった結論を導いた。なお，個人主義・集団主
義の次元から導かれた，日本人管理者は米国人管理者よりも緩やかなコント
ロールの下にあるだろうという仮説は支持されなかった。分析結果はむしろ予
測とはまったく逆であり，日本人管理者の方がより厳しいコントロールの下に
あるという結果が得られたのである。
同様に，Chow et al.（1994）においても，Hofstedeのつの文化次元のうち，
男性度の次元を除くつの次元からつの仮説が導かれ，実験室実験によって
仮説の検証が行われた。しかしながら，マネジメント・コントロールの選好度
におけるナショナル・カルチャーの影響を検証するまでには至っていない。
以上，Hofstedeが開発したつの文化次元を用いたいくつかの研究につい
て考察したが，その一方で，具体的な文化尺度を用いず，単に管理会計システ
ムの国家間比較を行う研究も見受けられる。ただ，この種の研究も広い意味で
はナショナル・カルチャーを反映した研究といえよう。というのは，比較され
るつあるいはそれ以上の国の間で，何らかの文化的な違いがあることを暗黙
的に想定し，比較対象間の管理会計システムの相違はすなわちカルチャーの違
いからもたらされると解釈できるからである。
この種の研究には，会計データ利用の重要度，業務予算編成における組織の
各階層の参加割合，長期計画の導入割合等の側面について日米比較を行った
Hawkins（1984），管理会計システムに対するコントローラーや管理者の態度
について日米比較を行った Daley et al.（1985），公式的コントロールの日米比
較を行った Snodgrass and Grant（1986），日米両国の大企業における予算管理
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実践を調査した浅田（1989a，1989b），原価計算システムや資本予算をはじめと
する管理会計実務のつの側面について日米比較を行った Shields et al.
（1991）などが含まれる。このうち，Daley et al.（1985）では，日本企業の方
が，予算の統制可能性を重視し，予算スラックに寛容で，予算のコミュニケー
ション機能を高く評価する反面，米国企業の方が業績と報酬の結び付きをより
望んでいる，という結果が出ている。また，浅田（1989a，1989b）の調査では，
米国企業の方が，全社レベルの予算委員会をより頻繁に開催し，予算編成によ
り多くの日数を割いており，予算委員会における事業部長の影響力は強く，予
算編成プロセスでの事業部間の調整頻度ならびに予算業績と報酬の結び付きの
度合いが高い，といった興味深い結果が示されている。
Ⅲ インターラクティブ・コントロール
Simons（1987）や Dent（1987）によってインターラクティブ・コントロール
の概念が提唱されて以降，管理会計の領域でインターラクティブ・コントロー
ルが注目されるようになってきた。Simons（1987）は，トップ・マネジメント
とミドル・マネジメントの間の垂直的なインターラクションによって，トッ
プ・マネジメントはミドル・マネジメントに対して戦略の実施を促すとともに，
戦略的不確実性に関する情報を収集し，戦略的不確実性によってもたらされる
機会と脅威に対処できるとしている。しかも，こうしたインターラクティブ・
コントロールのプロセスを通じて，ミドル・マネジメントによる新たな戦略の
創発が可能であることを示唆している。一方，Dent（1987）は，Eurocorpと
いうコンピュータ会社のケース・スタディから，同一階層の部門間で水平的な
インターラクティブ・コントロールが行われている可能性を示している
)
。概し
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) Simonsと Dentによるつのケース・スタディは，小林（1988）によって取り上げられてい
る。
て，インターラクティブ・コントロールの本質は，垂直的または水平的イン
ターラクションを通じて管理者間で情報と価値観の共有を促進するコントロー
ル・システムであるという点である（谷，1994，31頁）。本稿では，インターラ
クティブ・コントロールを，「垂直的または水平的インターラクションを通じ
て行われるコントロール」と広く定義し，Simons（1987）や Dent（1987）より
もやや広い意味でインターラクティブ・コントロールを捉えることにする。
Simons（1987）や Dent（1987）の研究以降，日本においても，数多くのイン
ターラクティブ・コントロールに関する研究が紹介された（谷1994，1991；谷他
1993；小林1988，2009；坂口2004；窪田2001）。日本企業を対象とした最初のイン
ターラクティブ・コントロールの実証研究は谷（1991）の研究である。そこで
は，Simons（1987，1990）のプロセス・モデルに基づき，上司・部下間のイン
ターラクションの存在，経営戦略と戦略的不確実性との関係，戦略の創発との
つながりなどの検証が試みられた。また，谷他（1993）や谷（1994）によって，
原価企画プロセスにおいてもインターラクティブ・コントロールが行われてい
ることが確認された。原価企画との関連では，さらに，組織をまたがったメー
カーとサプライヤーとの間のインターラクティブ・コントロールも注目されて
いる（坂口，2004；窪田，2001）。日本的管理会計と言われる原価企画において，
インターラクティブ・コントロールが積極的に行われているという事実は非常
に興味深いことである。
一方，予算管理においてもインターラクティブ・コントロールが行われてい
る様子がうかがえる。例えば，小林（1990）では，日本企業の予算編成プロセ
スがインターラクティブ・コントロールのプロセスに相当すると指摘しており，
西居（2004）では，ケース・スタディの対象となったＡ社において，予算編成
のみならず予算統制においてもインターラクティブ・コントロールが行われて
いることを確認している。インターラクションを得意とする日本企業では，広
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範囲にインターラクティブ・コントロールが行われている可能性があるといえ
よう。
前節で述べたように，上埜（1993）では，Hofstedeの提唱するつの文化次
元のうち，個人主義・集団主義と不確実性回避のつの次元を取り上げ，そこ
から導かれた仮説の検証を試みた。そして，分析結果から，日米比較に際して
は，つの文化次元のうち「個人主義・集団主義」の次元がもっとも有効であ
ろうと結論付けている。そこで，まず，もっとも顕著に日本的文化を代表して
いる集団主義に注目することで，日本的マネジメント，ひいては日本的予算管
理の特徴を探ってみたい。個人主義と対立する概念としての集団主義では，
「私」指向よりも「私たち」指向が強く，自分の帰属する組織への忠誠心が高
く，組織や組織の他の成員と相互依存的な関係を築こうとし，競争的というよ
り協調的で共同の努力や共通の報酬に道義的な価値をおくという（Hofstede，
1980；上埜，1993，p.69）。このような社会では，公式的ならびに非公式的なコミ
ュニケーションと相互作用が頻繁に生じることが予想される。
集団主義の持つつの顕著な属性としての相互作用（インターラクション）に
焦点を当てると，Simons（1987）や Dent（1987）らの提唱するインターラクテ
ィブ・コントロールは，実は日本的マネジメント，ひいては日本的予算管理の
特徴のつである可能性がある。前述したように，Simons（1987）が公式的な
コミュニケーションによるインターラクションに注目しているとすれば，
Dent（1987）は非公式的なコミュニケーションによるインターラクションを重
視している。日本企業の場合，公式的なインターラクションのみならず非公式
的なインターラクションがかなりの程度行われていると推測される。そのつ
のヒントとしては，谷（1991）の実証研究が挙げられる。谷（1991）では，上
司と部下間のインターラクションが行われるインターフェイスとしていくつか
の会議体と会合を想定している。そして，公式的な会議体として，月次予算・
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実績検討会議，予算編成会議，中期計画策定会議のつを取り上げるとともに，
つ目のインターフェイスとしてインフォーマルな会合を取り上げている。分
析結果では，公式的な会議体のみならず，インフォーマルな会合においてもイ
ンターラクションの存在が確認でき，日本企業における非公式的なインターラ
クティブ・コントロールの存在の可能性を示唆している。
次に，Hofstede（1980）のつの文化次元のうち，個人主義・集団主義と並
んで日米間で大きな差異を示している不確実性回避の次元について検討してみ
たい。Hofstedeの調査結果によれば，日本人は米国人に比べ極端に不確実性
回避の傾向が強いが，このことがインターラクティブ・コントロールにどのよ
うに関わっているのだろうか。インターラクティブ・コントロールは，戦略的
不確実性が高い状況で，インターラクションにより戦略的不確実性に関する情
報収集を行い，それに関連する組織学習を促す狙いがある。すなわち，戦略的
不確実性に対処するためのプロセスといえる。というわけで，不確実性回避の
傾向が高いほど，インターラクティブ・コントロールは促進されるであろう。
要するに，集団主義と不確実性回避のいずれの文化次元もインターラクティ
ブ・コントロールと正の相関関係にあると推測される。
Ⅳ 業績評価と報酬システム
報酬システムとの関連では，業績評価の結果が報酬とリンクしている程度に
ついてこれまで様々な議論が見受けられる。例えば，櫻井（2002）は，「日本
企業の業績評価は総合的で曖昧な評価，成長指向型評価，非成果連動型評価と
いう特徴を持つ」と述べており，加登（1999）は，「業績評価の結果とインセ
ンティブをどの程度連動させるかについて，欧米では，両者の密接な関係を前
提とする傾向が強いのに対して，日本の企業では，人事考課の一部として業績
評価するに過ぎず，業績評価をインセンティブに直結させないことが一般的で
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ある」と指摘している。また，横田（1998，2004）は，日本企業のマネジメン
ト・コントロールを二分割構造という考え方で説明している。すなわち，日本
企業の場合，短期的な業績評価とは別に，報酬は長期的な人事管理システムに
よって決定される傾向が強いため，短期的な業績が報酬と直接結び付くことは
一般的ではないとしている
)
。
このように，一般的な傾向として，日本企業は欧米企業に比べ，業績と報酬
のリンクが弱いと認識されている。浅田（1993）による図表のような予算管
理システムの日米比較の結果はこの点を裏付けるものである。図表から分か
るように，事業部長の予算業績をボーナスに積極的に反映させる（点リッ
カート・スケールで以上）企業の割合は，米国では72.4％，日本では32.2％と
なっており，両国の間には明らかな違いが表れている。反面，事業部長の予算
業績をボーナスに反映させることに消極的（点リッカート・スケールで以下）
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) 日本企業では，予算業績が報酬と直接結び付かないことによって，結果的に予算スラックの形
成や予算ゲームが抑制されている，という指摘もある（李，2006b）。
＊＊＊p＜0.001
出所：浅田（1993），176頁
図表 事業部長の予算業績とボーナスとの関係
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5.4
な企業の割合は，米国11.5％に対し，日本は42.8％となっている。同様に，事
業部長の予算業績と給料との結び付きについても，予算業績を積極的に給料に
反映させる（点リッカート・スケールで以上）米国企業（51.4％）と，そうで
ない日本企業（14.3％）といった構図が読み取れる。
Ⅴ ナショナル・カルチャー，インターラクティブ・コントロール,
報酬システムの統合モデル
これまで独立したトピックとして扱われてきたナショナル・カルチャー，イ
ンターラクティブ・コントロール，報酬システムをつの統合モデルとして提
示することが本節の狙いである。前述したように，日米の間では，個人主義・
集団主義と不確実性回避の文化次元においてもっとも顕著な隔たりが示されて
いる。そこで，図表の概念フレームワークには，Hofstedeのつの文化次
元のうち，「個人主義・集団主義」と「不確実性回避」の次元のみを取り込む
ことにする。
Hofstedeの調査結果では，まず「個人主義・集団主義」の文化次元におい
て，日米間の差が大きく開いている。集団主義文化の場合，組織成員間のコミ
ュニケーションとコーディネーションは密になり，高いインターラクションが
もたらされるであろう。また，集団主義文化におけるインターラクションは，
上司と部下間の垂直的なインターラクションに加え，事業部あるいは部門間の
水平的なインターラクションも高くなりがちである。しかも，これらのイン
ターラクションは公式的なコミュニケーションとコーディネーションのみなら
ず，インフォーマルなコミュニケーションとコーディネーションによっても引
き起こされる可能性がある。また，日米両国の間には「不確実性回避」の次元
においても大きな差が見られるが，この文化次元も，戦略的不確実性への対処
を意図するインターラクティブ・コントロールを促進するものとなろう。
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日本企業におけるインターラクティブ・コントロールについて，横田
（2008）は，「従来の日本企業の自己完結型ではない分権化組織は，ヒト資源
を内在化するための一体化を維持する仕組みであった。トップ・マネジメント
と現場との直接的な関係と，事業部と職能部門の並存により，組織内で情報交
換ができていた。組織内の組織同士に密な関係があったために，各々の社内組
織が自己完結になりにくかった」と述べ，「日本企業では，Simonsのいう双方
向型のコントロール（すなわち，インターラクティブ・コントロール）について，
戦略的な不確実性が大きい部門だけではなく，より広い範囲で行われていると
いう可能性も示唆される」としている（横田，2008，p.38）。また，谷（2009）で
は，日本的管理会計システムの特徴として，単純な発想転換，徹底した実施の
仕組み，組織構成員間のインターラクションを伴う仕組み，といったつの特
徴を挙げており，日本企業においてインターラクションが重要な役割を果たし
ていることを示唆している。さらに，集団主義の傾向が強い社会では，人は組
織に全面的かつ無限定的に関係するため，組織内では公式・非公式のコミュニ
ケーション・チャネルが発達している，といった指摘も見受けられる（上埜，
1993，p.73）。
以上から，図表の左半分について，次のような仮説を導くことができる。
仮説 米国企業に比べ，日本企業の方がインターラクティブ・コントロー
ルの程度は高い。
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図表 因果関係を表す統合フレームワーク
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仮説− 米国企業に比べ，日本企業の方が公式的なインターラクティ
ブ・コントロールの程度が高い。
仮説− 米国企業に比べ，日本企業の方が非公式的なインターラクテ
ィブ・コントロールの程度が高い。
仮説− 米国企業に比べ，日本企業の方が垂直的なインターラクティ
ブ・コントロールの程度が高い。
仮説− 米国企業に比べ，日本企業の方が水平的なインターラクティ
ブ・コントロールの程度が高い。
次に，インターラクティブ・コントロールと報酬システムとの関係では，イ
ンターラクティブ・コントロールの度合いが高い場合，インターラクションを
通じて環境の変化を予算目標等に反映させたり，環境の不確実性を軽減するこ
とができるため，目標は絶えずその実現可能性が見直され，場合によっては期
中に目標自体が変更されることも起こりうるであろう。コントロールの様式を，
過程と結果のいずれに重点を置くかによって，結果に重きを置くアウトプッ
ト・コントロールと，その結果を導くまでの過程に重きを置くプロセス・コン
トロールに大別するとすれば，インターラクティブ・コントロールはプロセ
ス・コントロールに近い。インターラクションを起こしながらプロセスをコン
トロールしていくということは，その結果もたらされるアウトプットは事前に
予期できるものとなり，アウトプットをコントロールする必要はそれだけ軽減
されることを意味している。単純化すると，コントロールの全体を100とした
場合，インターラクティブ・コントロールによって80のコントロールが達成さ
れれば，アウトプットによりコントロールできる余地は残り20に過ぎないとい
うことである。しかも，インターラクティブ・コントロールによってもたらさ
れた成果は，そのインターラクションに関与した複数の当事者の貢献の産物で
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あるため，そのアウトプットを特定の個人の報酬とリンクさせることには無理
が伴うといえよう。
一方，欧米企業の場合，アウトプット・コントロールの傾向が強いといわれ
ているが，このことは相対的にプロセスのコントロールが弱いということを意
味している。期中のプロセスをあまりコントロールせず，アウトプットによっ
てコントロールを図るこの種のコントロール・モードでは，期中のインターラ
クションもかなり限定的なものになりやすい。アウトプット・コントロールを
行う企業においては，予算目標と比較した実績（アウトプット）は大きな情報
価値を有しており，それを報酬に結び付けてもとくに問題はないはずである。
むしろアウトプットを報酬とリンクさせることで，予算目標に責任を持つマネ
ジャー達の予算達成へのモチベーションを高めることができるのである
)
。
以上から，図表の右半分の関係について，以下のような仮説が導かれる。
仮説 インターラクティブ・コントロールの程度が高いほど，予算業績と
報酬とのリンクは弱い。
仮説− 公式的なインターラクティブ・コントロールの程度が高いほ
ど，予算業績と報酬とのリンクは弱い。
仮説− 非公式的なインターラクティブ・コントロールの程度が高い
ほど，予算業績と報酬とのリンクは弱い。
仮説− 垂直的なインターラクティブ・コントロールの程度が高いほ
ど，予算業績と報酬とのリンクは弱い。
仮説− 水平的なインターラクティブ・コントロールの程度が高いほ
ど，予算業績と報酬とのリンクは弱い。
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) ただし，アウトプットと報酬とのリンクが予算スラックの形成や予算ゲームを促すという側面
を看過してはならないであろう（李，2006b）。
Ⅵ 予算管理研究へのインプリケーションと今後の課題
予算管理無用論によって提起された予算管理への批判は必ずしも大勢とはい
えない。しかしながら，現状の予算管理が万全なものであるともいえない。た
だ，予算管理無用論が持ち上がった欧米の企業の予算管理実践と日本企業のそ
れとは，予算管理システムの運用方法においてかなりの相違があることを踏ま
えておかなければならないであろう。
本稿では，個人主義・集団主義ならびに不確実性回避の文化次元から導かれ
たインターラクションの高低に注目し，集団主義の性格が強く，なおかつ不確
実性回避の傾向が強い日本の企業においてインターラクティブ・コントロール
が広範囲に行われている可能性を示唆した。その結果，アウトプット・コント
ロールを重用している欧米企業とは違って，日本企業ではプロセス・コント
ロールが行われやすいという側面を指摘できた。この点において，日米間で予
算管理実践が大きく異なる可能性があるといえよう。すなわち，同様のマネジ
メント・システム（例えば，予算管理システム）であっても，そのシステムの運
用面での相違が当該システムの性格を大きく左右する可能性があることを，日
米比較の観点から検討したのである。
本研究と関連する今後の研究課題を示すと，以下のとおりである。
まず，本稿のフレームワークからも明らかなように，集団主義ならびに不確
実性回避の文化がインターラクティブ・コントロールを促進し，それが予算業
績と報酬とのリンクを弱めていると主張したが，成果主義の台頭によって，こ
の構図に少しずつ変化が見られるようになってきた。成果主義が導入されるこ
とで業績結果が報酬と結び付くようになると，組織内のインターラクションが
著しく阻害されることになろう。個人主義を前提として組み立てられた成果主
義の慣行は，集団主義の文化とは相容れないところがある。成果主義を推し進
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めることで集団主義文化の特徴のつであるインターラクションが著しく阻害
されれば，日本企業の強みともいえるインターラクティブ・コントロールは有
効に機能しなくなる可能性が高い。そこで，集団主義文化の下で有効に機能す
る集団主義的な成果主義システムを開発することが今後の課題のつであろう。
次は，ナショナル・カルチャーとコーポレート・カルチャーの関係について
である。本稿では，ナショナル・カルチャーを前提に議論を進めてきたが，
各々の企業にはコーポレート・カルチャーが存在するはずであり，ナショナ
ル・カルチャーがそのままコーポレート・カルチャーとイコールになることは
むしろ珍しい。例えば，集団主義的なナショナル・カルチャーの下で，非常に
個人主義的なコーポレート・カルチャーを保持している組織もありうるであろ
う。その際，カルチャーの影響はどう扱うべきなのか。両者をお互いに相殺し，
正味の影響力を求めることもつの方法であろうが，そのようにして分析した
結果を果たしてどう解釈すべきか。この辺がカルチャーを用いた研究の難しさ
でもある。管理会計システムに与えるナショナル・カルチャーとコーポレー
ト・カルチャーの影響を明らかにするためには，ケース・スタディを中心とし
た研究が有望であろう。
つ目は，予算スラックとの関連である。上埜（1993）をはじめとする多く
の予算管理研究において，米国企業の方が予算にスラックを多く組み込むとい
う結果が報告されているが，インターラクティブ・コントロールが広範囲に行
われ，プロセスが厳しくコントロールされると，コミュニケーションと情報共
有が進む結果として，予算スラックが組み込まれる余地は少なくなることが予
想される。米国企業のマネジャーに比べ，日本企業のマネジャーがより厳しい
コントロールを受けているという調査結果（加登，1994；Chow et al., 1996）や，
日本企業の方が予算スラックを組み込む傾向が弱いという調査結果（上埜，
1993）の背後には，インターラクティブ・コントロールによるタイトなプロセ
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スのコントロールが存在するのかもしれない。このような観点から，予算スラ
ックとインターラクティブ・コントロールとの関係については，今後さらに研
究が必要であろう。
最後に，本稿で提示されたフレームワークと，そこから導かれた仮説を検証
していくことも今後の課題として残されている。その際，各種のインターラク
ティブ・コントロール（公式的，非公式的，垂直的，水平的）をどの程度精緻に操
作化できるかによって，仮説の検証力は大きく左右されるであろう。
Ⅶ む す び
本稿では，一見独立したつのトピックをつのフレームワークの下に統合
することで，新たな知見を見出そうとした。集団主義と不確実性回避に代表さ
れる日本文化の下では，組織成員間の頻繁な相互作用が期待され，インターラ
クティブ・コントロールが広範囲に行われている可能性がある。谷（2009，p.
237）は，「JIT生産のアンドンの例では，生産ラインに障害が生じ，アンドン
が点灯すると，周りの従業員が障害発生点に集まり，知恵を出し合って問題解
決にあたる。TQCにおける事前的品質管理でも，現場の QCサークルにおい
て品質改善のための方策をサークル内で練り上げていく」といった例を取り上
げながら，インターラクションを日本的管理会計システムの大特徴のつと
して挙げている。日本企業では，トップ・マネジメントとミドル・マネジメン
トの間のみならず，組織の末端に至るまで広範囲にインターラクションが発生
している様子がうかがえる。
なお，欧米発の予算管理無用論の主張は，アウトプット・コントロールに偏
重している欧米企業には当てはまりが良いかもしれないが，インターラクティ
ブ・コントロールによって有機的にプロセスをコントロールしている日本企業
の予算管理にはそのまま当てはまらない可能性が高い。そのことが検証できれ
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ば，日本的予算管理は欧米企業のそれとは異なるユニークなシステムとして認
知されるであろう。インターラクティブ・コントロールと日本的予算管理の特
質を巡る研究については今後さらなる研究の蓄積が望まれる。
※本研究は，平成21年度科学研究費補助金（基盤Ｃ，課題番号20530430）による研
究成果の一部である。
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